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税と社会保障の抜本改革調査会「中間整理」（ポイント） 
 

民 主 党 

 
１．社会保障を取り巻く社会・経済情勢の変化 
社会保障制度が整備された 1970 年代から大きく変化。 
①経済・財政は異常な事態 ②人口、とりわけ現役世代の減少は顕著 
③社会保障に関わる費用が急速に増大 ④企業のセーフティネット機能が減退 
⑤地域・家族のセーフティネット機能が減退 ⑥雇用の流動化 
 
２．抜本改革の方向性 
○抜本改革の目標は、社会保障の水準を現在より引き上げ、現在の安心と将来

への希望を抱ける豊かな福祉社会を構築し、これをデフレ脱却を含めた経済

成長に結びつけていくこと。 
○巨大な潜在需要がある社会保障分野には成長の可能性が高い産業が数多く存

在し、この潜在需要を顕在化させることによって、雇用を生み、デフレ脱却

を含めた経済成長や財政健全化に結びつける。 
【社会保障改革の方向性】 
①全世代を通じた安心の確保…高齢者の安心感、現役世代の受益感覚を高める 
②国民一人ひとりの安心感を高める…「居場所と出番」をつくる 
③包括的支援…支援を必要とする人の立場に立ったサービス提供体制 
④納得の得られる社会保障制度…受益と負担を明確化、番号制度の導入 
⑤自治体、企業との役割分担…医療､介護､保育などにおける役割分担を明確化 
 
３．個別の社会保障の課題と方向性 
（１）サービス給付（医療、介護） 
（２）現金給付（年金、生活保護など） 
（３）幅広い世代へのセーフティネット（子育て、雇用など） 
 
４．社会保障を支える財源 
民主党の主張の原点に戻ることが重要。税金のムダづかい根絶を徹底すると共

に、将来の社会保障の姿とその場合の国民負担を明らかにした上で、国民の判

断を得なければならない。 
○税制と社会保障制度一体での具体的な改革案を示す。 
○社会保障の財源は、税制全体で確保していく。中でも、消費税は非常に重要。

消費税を含む抜本改革に政府は一刻も早く着手すべき。 
○消費税を社会保障の目的税とすることを法律上も、会計上も明確に。「社会保

障」の範囲は、高齢者 3 経費を基本としつつ、検討。「逆進性対策」は「還付
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制度」を優先的に検討。 
 
５．今後の進め方 
 上記を踏まえ、早急に政府与党で検討を行った上で国民的な議論に付し、党

派を超えた議論を呼びかけていく。 
以上 


